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ノーベル賞受賞で弾みがついた地球温暖化対策
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1.真鍋淑郎博士の地球温暖化研究にノーベル賞

2021年10月5日、二酸化炭素濃度（CO2）の上昇が地球温暖化に影響するという気候（シミュレーショ
ン）モデルを世界に先駆けて発表した功績から、ドイツと、イタリアの研究者とともに、真鍋淑郎（まな
べしゅくろう）博士（プリンストン大学上級研究員、アメリカ国籍）に今年のノーベル物理学賞が授与さ
れました。

これまでノーベル物理学賞は、｢天文学と宇宙物理学｣や｢原子や分子関連｣、｢素粒子物理｣など、大きく
3つの分野から選ばれてきましたが、気象や気候の研究分野を対象とするのは初めてのことです。

真鍋淑郎博士のノーベル物理学賞受賞により

• 地球温暖化と異常気象との関係について科学的根拠の信憑性が向上

• 世界的に脱炭素の流れが加速、関連技術に注目が集まる

• 地球温暖化解決に資する技術を持つ企業に市場での期待が高まる

2.真鍋淑郎博士の気候モデル

地球温暖化の予測には、物理的な法則に基づく、大気や海の動き方、熱の循環の仕方を再現する気候モ
デルが必要となります。真鍋淑郎博士は、開発した気候モデルを使ってCO2が倍増すると気温が約3.5℃
上がることを、1975年に試算しました。現在の気候変動に関する研究にも真鍋淑郎博士が基礎を作った気
候モデルや分析手法は欠かせず、その功績は計り知れません。

3.科学的根拠を得た地球温暖化と異常気象

真鍋淑郎博士が基礎を作った気候モデルや分析手法は最新の｢気候変動に関する政府間パネル
（IPCC） ｣の第6次評価報告書にも使われました。IPCCは世界気象機関（WMO）及び国連環境計画
（UNEP）により1988年に設立された政府間組織で、2021年8月末現在、195の国と地域が参加していま
す。IPCCの目的は、各国政府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることです。世界中の科学者
の協力の下、出版された文献（科学誌に掲載された論文等）に基づいて定期的に報告書を作成しています。

第6次評価報告書には、人類の活動が地球温暖化の原因であることが「疑う余地がない」と記載されて
います。次ページでは報告書に記載されている研究の一部を紹介します。
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報告書 公表年 人類活動の影響

第4次報告書 2007年 可能性が非常に高い

第5次報告書 2013年 可能性が極めて高い

第6次報告書 2021年 疑う余地がない （出所）各報告書を基に大和アセットマネジメント作成

IPCC報告書における人類活動の地球温暖化への影響に関する表現

IPCC報告書：温暖化による年間平均降水量への影響

地球温暖化と異常気象は密接に関係しています。例えば、近年日本でも大雨に伴う災害が増加したと実
感されている方も多いのではないでしょうか。

下図によると、4℃気温上昇がすると年間平均降水量が40％以上増加する地域が急増しています。この
まま地球温暖化が進むと、日本においても降水量が今まで以上に増加することを示唆しています。

（出所）IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書 政策決定者向け要約 暫定訳（文部科学省及び気象庁）より、図SPM.5Cを転載

（出所）IPCC第6次評価報告書第1作業部会報告書 政策決定者向け要約 暫定訳
（文部科学省及び気象庁）より、図SPM.6を転載

IPCC報告書：陸域における極端な降水の予測される変化

また、同報告書によると日降水量で見た大雨（地球温
暖化の影響が少ない1850年～1900年において、10年に
1回の現象）が発生する可能性は、地球温暖化が1℃進行
すると約７％、4℃進行すると約30％も増加すると予測
しています。地球温暖化に伴い、大雨に伴う災害が増加
する可能性が高いと指摘しています。
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4.今後の地球温暖化対策と技術に期待
今回のノーベル物理学賞受賞の背景の１つとして、地球温暖化やそれに伴う異常気象に対する強い危機感が

あります。今回の受賞によって地球温暖化と異常気象との関係について科学的根拠はより信憑性のあるものと
なりました。今後は地球温暖化対策を進める上で最も影響が大きいCO2排出の削減を可能とする技術などが必
要不可欠となります。特に、水素やアンモニアを使った発電技術や、分離・貯留したCO2を利用する技術
（CCUS）、自動車の排ガス削減と効率化などが日本国内も含め世界的に注目を集めています。

また、それらの技術を持つ個別銘柄群にも関心が高まっています。企業に対する地球温暖化やCO2排出を削
減する技術などへの期待は、｢世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑
える努力をする。｣というパリ協定の目標達成に貢献が想定される企業で構成された「MSCI ACWI 気候パリ
協定準拠インデックス」がそうした考慮がない通常の指数「MSCI ACWI」と比較し、良好なパフォーマンス
となっていることにも表れています。特に直近一年はその傾向が強まっています。加えて、地球温暖化対策は
道半ばであり、世界各国のより一層の努力が継続的に必要なため、長期的にこの傾向が続くことが見込まれま
す。

地球温暖化の要因がCO2等の温室効果ガスであることや、地球温暖化が異常気象増加を招くことの科学
的根拠が集積される一方で、多くの国が署名し、2016年に発効したパリ協定以降も、「温暖化懐疑論者」
が依然として存在します。今回、パリ協定締結時にも根拠として参照されたIPCC報告書に引用された基礎
研究がノーベル物理学賞を授賞したことで、 CO2等の温室効果ガス削減によって地球温暖化を防止する流
れは世界的なコンセンサスを得たと言えます。

80
100
120
140
160
180
200

18/11 19/11 20/11 21/11

MSCI ACWI 気候パリ協定準拠インデックス MSCI ACWI

米ドルベース、ネットリターン

（出所）ブルームバーグ※2018/11/1の値を100として指数化

（ 2018年11月01日～ 2021年11月08日）
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